
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ポリプロピレン樹脂を主体とする、少なくとも９ｃＮ／ｄｔｅｘの単糸強度を有するポ
リオレフィン繊維であって、該ポリオレフィン繊維は、

繊維表面の曲面に沿って
形成された筋状の粗面構造を有していることを特徴とする高強度ポリオレフィン

繊維。
【請求項２】
　

【請求項３】
　高強度ポリオレフィン繊維が、少なくとも１２ｃＮの対コンクリート引き抜き抵抗を有
する請求項１ 記載の高強度ポリオレフィン繊維。
【請求項４】
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繊維表面温度に対して繊維内部温
度が低くなる状態で延伸することで生じる変形応力差によって 円
周方向に

ポリプロピレン樹脂を主体とする、少なくとも９ｃＮ／ｄｔｅｘの単糸強度を有するポ
リオレフィン繊維であって、該ポリオレフィン繊維は、Ｑ値（分子量分布＝重量平均分子
量／数平均分子量）が４以下であり、ＩＰＦ（アイソタクチックペンタッドフラクション
）が、９３＜ＩＰＦ（ｍｏｌ％）＜１００であるポリプロピレン樹脂を用いて、２５０～
３５０℃の範囲の紡糸温度で紡糸し、紡糸時の未延伸糸の引取り速度が、２００～１５０
０ｍ／ｍｉｎであり、該未延伸糸を用いて、熱風温度が１２５～１５５℃の熱風槽による
非接触加熱下で、３０～２００ｍ／ｍｉｎの延伸速度で延伸することで得られる高強度ポ
リオレフィン繊維。

または請求項２



　高強度ポリオレフィン繊維が、４以下のＱ値（分子量分布）であり、９３＜ＩＰＦ（ｍ
ｏｌ％）＜１００であるポリプロピレン樹脂からなる延伸糸であって、該ポリオレフィン
繊維は、少なくとも４．９ＧＰａのヤング率を有する請求項１ 記載の
高強度ポリオレフィン繊維。
【請求項５】
　請求項１～ のいずれか１項記載の高強度ポリオレフィン繊維を用いて成形したコンク
リート成形体。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、コンクリート補強効果に優れた高強度ポリオレフィン繊維及びこれを用いて成
形したコンクリート成形体に関する。
【０００２】
【従来の技術】
コンクリート（セメントの硬化物）は、圧縮強度、耐久性、不燃性等の優れた性質に加え
て安価であるため、建築、土木分野等に大量に使用されている。反面、コンクリートは、
屈曲性が著しく低いことから、引張りや曲げ応力が加わることで、容易に亀裂や破損が生
じる等、耐衝撃性が低いといった問題を有している。
【０００３】
近年、これらの問題点を改善するために、無機繊維、有機合成繊維等の種々の繊維を使用
し、コンクリートを補強することが提案されている。このようなコンクリートの補強用繊
維として、耐アルカリ性、耐熱性に優れ、オートクレーブ養生や蒸気養生ができることか
ら、ポリオレフィン繊維が使用されている。しかし、ポリオレフィン繊維が疎水性で、セ
メントが親水性であるために、この繊維とセメントとを混合して製造したコンクリートの
場合には、両者の接着性が悪いことから、ポリオレフィン繊維が、コンクリートマトリッ
クスから素抜けてしまい、ポリオレフィン繊維の繊維強度等がコンクリート補強に十分に
寄与されずに、コンクリートの補強が不十分であった。このように、従来のポリオレフィ
ン繊維を補強用繊維として使用した場合には、ポリオレフィン繊維の長所と短所によって
、補強性能を十分に発揮させることができず、コンクリートの補強が不十分となっていた
。
【０００４】
このような問題を解決するために、近年、補強用繊維の断面を異形化する試みや、Ａ成分
を芯成分とし、Ｂ成分をＡ成分と接合した状態で鞘成分とし、鞘成分に隆起した凸部と隆
起していない凹部を有する複合繊維を用いて、コンクリート硬化後の繊維の引き抜きを制
御して補強効果を向上させる試みがなされている（特開２０００－６４１１６）。しかし
、補強用繊維に凹凸を付与することで、コンクリートとのアンカー効果は得られるものの
、補強用繊維に凹凸を付与するために、構成樹脂や製糸条件が限定され、繊維本来の単糸
強度が損なわれるという問題が新たに生じていた。このように、未だ満足できるコンクリ
ート補強効果を有する補強用繊維は得られていない。
【０００５】
【発明が解決しようとする課題】
本発明の課題は、コンクリートマトリックスとの物理的結合力、すなわちコンクリート成
形体中の繊維とコンクリートの引っかかりであるアンカー効果を飛躍的に向上させ、繊維
の引き抜きを防止することが可能であり、かつ繊維の単糸強度も著しく高く、コンクリー
ト補強用繊維に適した高強度ポリオレフィン繊維を提供することである。
【０００６】
【課題を解決するための手段】
本発明者らは、前記課題を解決するために、鋭意研究を重ねた。その結果、ポリプロピレ
ン樹脂を主体とするポリオレフィン繊維の繊維表面を特定の構造とすることで、アンカー
効果を飛躍的に向上できるという知見を見出し、この知見に基づいて本発明を完成するに
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～３のいずれか１項

４



至った。
本発明は、前記課題を解決するために以下の構成を有する。
【０００７】
（１）ポリプロピレン樹脂を主体とする、少なくとも９ｃＮ／ｄｔｅｘの単糸強度を有す
るポリオレフィン繊維であって、該ポリオレフィン繊維は、

繊維表面の曲面に沿って 形成
された筋状の粗面構造を有していることを特徴とする高強度ポリオレフィン繊維。

（ ）高強度ポリオレフィン繊維が、少なくとも１２ｃＮの対コンクリート引き抜き抵抗
を有する前記（１）項 記載の高強度ポリオレフィン繊維。
（ ）高強度ポリオレフィン繊維が、４以下のＱ値（分子量分布）であり、９３＜ＩＰＦ
（ｍｏｌ％）＜１００であるポリプロピレン樹脂からなる延伸糸であって、該ポリオレフ
ィン繊維は、少なくとも４．９ＧＰａ（約５００Ｋｇ／ｍｍ 2）のヤング率を有する前記
（１） 記載の高強度ポリオレフィン繊維。
（ ）前記（１）～（ ）のいずれか１項記載の高強度ポリオレフィン繊維を用いて成形
したコンクリート成形体。
【０００８】
【発明の実施の形態】
以下、本発明を詳細に説明する。
本発明の高強度ポリオレフィン繊維は、ポリプロピレン樹脂を主体とする、少なくとも９
ｃＮ／ｄｔｅｘの単糸強度を有し、繊維表面の曲面に沿って形成された筋状の粗面構造を
有していることを特徴とするポリオレフィン繊維である。
【０００９】
本発明の高強度ポリオレフィン繊維は、繊維表面に筋状の粗面構造を有することから、コ
ンクリート補強用繊維として使用した場合には、アンカー効果を発揮し、コンクリートマ
トリックスと補強繊維との間に強力な引き抜き抵抗が働くので、コンクリートマトリック
スと補強用繊維との物理的結合力を飛躍的に向上できる。このとき、対コンクリート引き
抜き抵抗は、少なくとも９ｃＮ／ｄｔｅｘであり、さらに少なくとも１２ｃＮであること
が好ましい。なお、この筋状の粗面構造は、多数の凹凸を繊維軸方向に対して垂直方向に
間隔を置いて存在している。この結果、コンクリートマトリックスから補強用繊維が素抜
けることを抑制でき、さらに補強用繊維の有する強度が、コンクリート補強効果に十分に
寄与できるようになる。従って、本発明の高強度ポリオレフィン繊維を補強用繊維として
使用したコンクリート成形体は、該補強用繊維により曲げ強度や衝撃強さを著しく向上で
きる。
【００１０】
図１は、本発明の高強度ポリオレフィン繊維の表面（側面）を電子顕微鏡で観察したとき
の電子顕微鏡写真である。図１に見られるように、繊維表面の曲面に沿って形成された無
数の凹凸からなる筋状の粗面構造を形成している。また繊維の断面形状は、部分的に円形
または異形の断面形状とすることができる。異形断面の形状としては、偏平形、三角～八
角形の角型、Ｔ字形、多葉形、中空断面形等の任意の形状とすることができる。繊維の形
状としては、繊維軸方向に直線的な形状、捲縮の付与により湾曲した形状、直線部と曲線
部の両方を併せ持つ形状とすることができる。本発明の高強度ポリオレフィン繊維は、繊
維表面の曲面に沿って形成された筋状の粗面構造を有していれば繊維形状は特に限定され
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Ｑ値（分子量分布＝重量平均
分子量／数平均分子量）が４以下であり、ＩＰＦ（アイソタクチックペンタッドフラクシ
ョン）が、９３＜ＩＰＦ（ｍｏｌ％）＜１００であるポリプロピレン樹脂を用いて、２５
０～３５０℃の範囲の紡糸温度で紡糸し、繊維表面温度に対して繊維内部温度が低くなる
状態で延伸することで生じる変形応力差によって 円周方向に

（２）ポリプロピレン樹脂を主体とする、少なくとも９ｃＮ／ｄｔｅｘの単糸強度を有す
るポリオレフィン繊維であって、該ポリオレフィン繊維は、紡糸時の未延伸糸の引取り速
度が、２００～１５００ｍ／ｍｉｎであり、該未延伸糸を用いて、熱風温度が１２５～１
５５℃の熱風槽による非接触加熱下で、３０～２００ｍ／ｍｉｎの延伸速度で延伸するこ
とで得られる高強度ポリオレフィン繊維。

３
または前記（２）項

４

～（３）のいずれか１項
５ ４



ない。
【００１１】
本発明の高強度ポリオレフィン繊維は、ポリプロピレン樹脂を主体として構成されている
。なお、ポリプロピレン樹脂を主体とするとは、少なくとも８０重量％のポリプロピレン
樹脂を含有することをいう。具体的には、１種類のポリプロピレン樹脂のみを原料樹脂と
する単一繊維、少なくとも２種類の異なるポリプロピレン樹脂の組成物を原料樹脂とする
単一繊維、少なくとも２種類の異なるポリプロピレン樹脂を鞘芯型、並列型、偏心鞘芯型
等の複合形態に配した複合繊維を挙げることができる。
【００１２】
本発明の高強度ポリオレフィン繊維の原料樹脂には、本発明の効果を妨げない範囲内でさ
らに酸化防止剤、光安定剤、紫外線吸収剤、中和剤、造核剤、エポキシ安定剤、滑剤、抗
菌剤、難燃剤、帯電防止剤、顔料、可塑剤等の添加剤を必要に応じて適宜添加してもよい
。
【００１３】
本発明の原料樹脂としては、Ｑ値（分子量分布＝重量平均分子量／数平均分子量）が４以
下であり、ＩＰＦ（アイソタクチックペンタッドフラクション）が、９３＜ＩＰＦ（ｍｏ
ｌ％）＜１００であるポリプロピレン樹脂を用いることが望ましい。ポリプロピレン樹脂
のＱ値が４以下であると、延伸性を著しく阻害する高分子量成分が少なく、高い延伸性が
得られるので好ましい。また、ＩＰＦは立体規則性の高さの指標であり、ＩＰＦが高いほ
ど結晶性が高く、高強度のポリプロピレン繊維が得られるので、ポリプロピレン樹脂のＩ
ＰＦは、９３＜ＩＰＦ（ｍｏｌ％）＜１００の範囲が好ましい。
【００１４】
本発明の高強度ポリオレフィン繊維は、以下の製造方法により製造できる。
紡糸条件、延伸条件を以下のようにすることで、ポリオレフィン繊維に９ｃＮ／ｄｔｅｘ
以上の高い単糸強度を付与することができる。
本発明の高強度ポリオレフィン繊維は、前記ポリプロピレン樹脂を原料樹脂として用い、
２５０～３５０℃の範囲の紡糸温度で紡糸することが好ましい。この範囲において、でき
るだけ高温で溶融紡糸することで、得られる未延伸糸は、分子配向が抑えられ、次工程の
延伸工程において、高倍率で延伸できるため、高い単糸強度のオレフィン繊維が得られや
すくなり好ましい。紡糸温度が２５０℃より著しく低温であると紡糸口金から押出された
繊維状のポリプロピレン溶融物は、固化温度まで急速に冷却され、固化点での繊維の変形
が大きく、より分子配向が進んだ未延伸糸となりやすい。また紡糸温度が３５０℃より著
しく高温であると、ポリプロピレン樹脂の熱分解が急激に進み、ポリプロピレンの分子鎖
が著しく切断されて低分子量化し、高倍率で延伸しても、ポリオレフィン繊維に高い単糸
強度が得られない場合がある。
【００１５】
また、紡糸口金から押出されたポリプロピレン溶融物を冷却する場合、従来の方法、例え
ば冷風、水、グリセリン等でポリプロピレン樹脂の融点以下の温度まで冷却し、引き取る
ことができるが、未延伸糸の分子配向を極力抑えるためには、急冷するのではなく、送風
等の方法で空気により徐冷却することが望ましい。このとき、より分子配向を抑えた未延
伸糸を得るために、風量は弱く、温度は低温になり過ぎないように、空気の温度、風量を
設定し、冷却速度を調節することが好ましい。紡糸口金から押出されたポリプロピレン溶
融物の温度が２５０～３５０℃の範囲であり、かつ適度な冷却速度である場合に、得られ
た未延伸糸の高次構造を延伸性に優れる擬似六方晶にすることが可能となる。
【００１６】
紡糸時の未延伸糸の引取り速度は、分子配向の進んでいない未延伸糸とするためになるべ
く低速であることが望ましい。引取り速度が低速であると、繊維状のポリプロピレン溶融
物の固化点での変形が小さくなり、逆に引取り速度が高速であると繊維状のポリプロピレ
ン溶融物の固化点での変形が大きくなる。即ち分子配向の進んだ未延伸糸構造となるため
に延伸性が低下し、結果として高強力なポリプロピレン繊維が得られない。また引取り速
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度がポリプロピレン溶融物の自由落下速度よりも低速過ぎると均一な未延伸糸を得られな
くなり、繊度のばらつきを起こす。従って引取り速度は２００～１５００ｍ／ｍｉｎ、更
には３００～１０００ｍ／ｍｉｎであることが好ましい。
【００１７】
次に、延伸工程について説明する。
本発明の高強度ポリオレフィン繊維は、延伸条件を以下のようにすることで、繊維表面の
曲面に沿って形成された筋状の粗面構造を有することができる。なお、繊維表面を粗面構
造とする方法としては、例えばエンボス加工法等の方法が知られているが、繊維の単糸強
度が著しく低下する等の問題がある。しかし、以下の方法で延伸を実施することにより、
繊維表面の曲面に沿って形成された筋状の粗面構造を有し、かつ高い単糸強度を持つ延伸
糸を得ることができる。
【００１８】
ポリオレフィン繊維に、９ｃＮ／ｄｔｅｘ以上の単糸強度を付与し、同時に前記繊維表面
の曲面に沿って、筋状の粗面構造を形成する方法としては、前述の方法で得た未延伸糸を
用いて、熱風槽による非接触加熱下で延伸することで得られる。非接触加熱下で延伸する
ことで、金属加熱ロール延伸等の接触加熱下で延伸するよりも高倍率で延伸することが可
能である。延伸倍率は、繊維の破断が起きない範囲で、可能な限り高い延伸倍率で行うこ
とが好ましい。この結果として強度が極めて高いポリオレフィン繊維が得られる。なお、
熱風を加熱媒体として用いると、熱風と被延伸物（延伸中の未延伸糸）との熱交換速度と
、被延伸物の通過速度との兼ね合いにより、繊維内部と表面との間に温度勾配（熱勾配）
が生じる。つまり繊維表面温度に対して繊維内部温度は低くなる。この状態で、未延伸糸
を高倍率で延伸すると、繊維内部（中心部）と表面との間に変形応力差が生じ、変形応力
の大きい、即ち変形しにくい繊維内部は、変形速度に対して分子コンホメーションの変化
による分子再配列が追随できない現象が生じる。その結果、繊維内部には、微細なボイド
、空孔が生じ、変形応力の小さい繊維表面には、そのボイドの生成に誘発されて凹凸状の
筋状の粗面構造を形成するのである。
【００１９】
被延伸物の熱風槽通過速度が、このような繊維内部と繊維表面との間に温度勾配が生じな
い程に十分に遅い場合には、繊維表面に粗面構造を形成しない。逆に被延伸物の熱風槽通
過速度が、被延伸物を高倍率延伸するに足るまで十分に加熱されない程に速過ぎる場合に
は、結果として高強度のポリオレフィン繊維は得られない。従って延伸速度は、３０～２
００ｍ／ｍｉｎが好ましく、更には５０～１００ｍ／ｍｉｎであることが望ましい。
【００２０】
熱風槽の熱風温度は十分な延伸性を確保するために、ポリプロピレン樹脂の結晶分散温度
以上であり、かつ融点以下であることが望ましい。つまり、熱風温度は、１２５～１５５
℃、更には１３５～１５０℃であることが望ましい。
【００２１】
延伸操作は１段延伸、２段以上の多段延伸の何れであってもよい。２段以上の多段延伸を
行う場合には、少なくとも最終延伸段階で熱風延伸槽による延伸を行うことで、繊維表面
の曲面に沿って形成された筋状の粗面構造を有する高強度ポリオレフィン繊維を得ること
ができ、その前段階の延伸では金属加熱ロール延伸、温水延伸等のいずれの延伸方法を採
用してもよい。
【００２２】
このようなポリプロピレン樹脂を用いて、紡糸、延伸工程を経ることで、繊維表面の曲面
に沿って筋状の粗面構造（凹凸の構造）が形成される。この結果、単糸強度が少なくとも
９ｃＮ／ｄｔｅｘである高強度ポリオレフィン繊維が得られるのである。この高強度ポリ
オレフィン繊維は、少なくとも１２ｃＮの対コンクリート引き抜き抵抗を有することが好
ましい。また、高強度ポリオレフィン繊維は、少なくとも４．９ＧＰａ（約５００ｋｇｆ
／ｍｍ 2）のヤング率を有することが好ましい。なお、ヤング率は、繊維補強コンクリー
ト成形体の耐衝撃性を向上できることから、より好ましくは６ＧＰａ以上であり、更に好
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ましくは、９ＧＰａ以上である。
【００２３】
なお、本発明の高強度ポリオレフィン繊維をコンクリート補強用繊維として用いるときに
は、セメントスラリー中での分散性、セメントとの親和性を向上させるために、繊維表面
を界面活性剤等で処理しておくことが望ましい。界面活性剤としては、高級脂肪酸金属塩
、高級アルコール硫酸エステル金属塩、高級アルキルエーテル硫酸エステル金属塩、アル
キルベンゼンスルホン酸金属塩、アルキルベンゼンナフタレンスルホン酸金属塩、パラフ
ィンスルホン酸金属塩等の親水性油剤を使用することができる。高級脂肪酸金属塩として
は、オレフィン酸カリウム塩、オクチル酸カリウム塩、ステアリン酸カリウム塩、ベヘニ
ン酸カリウム塩、リノール酸カリウム塩が例示できる。
【００２４】
繊維表面への界面活性剤の付着は、紡糸工程、延伸工程、繊維加工後のいずれの段階で付
着させてもよい。また付着方法は、ローラー法、浸漬法、噴霧法、パットドライ法等を用
いることができる。
【００２５】
このようなコンクリート補強用繊維を混入させたコンクリート成形体は、高強度ポリオレ
フィン繊維の強度を損なうことなく、高強度ポリオレフィン繊維とコンクリート間の物理
的結合力を向上させることができるので、高強度ポリオレフィン繊維のポテンシャルを十
分にコンクリート成形体補強に発揮させることができる。このとき、前記繊維で補強され
たコンクリート成形体は、少なくとも２６．５ＭＰａ（約２７０ｋｇｆ／ｃｍ 2）の曲げ
強度と、少なくとも１７．６４ｋＪ／ｍ 2（１８ｋｇｆ・ｃｍ／ｃｍ 2）の衝撃強さを有し
、より好ましくは、少なくとも２８ＭＰａの曲げ強度と、少なくとも１９ｋＪ／ｍ 2の衝
撃強さを有していることである。
【００２６】
コンクリート成形体中へのコンクリート補強用繊維の配合割合は、目的とするコンクリー
ト成形体の性能、機能、用途にあわせて任意に選択できるが、一般にはセメントを含む水
硬性組成物に対して、０．０５～２０重量％の配合割合であることが望ましく、更には０
．１～１０重量％であることが望ましい。また補強用繊維として他の繊維を併用しても何
ら差し支えない。併用できる繊維としてはパルプ等の天然繊維、ＰＶＡ系繊維、アクリル
繊維、ポリアリレート繊維等の合成繊維が挙げられる。更に、細骨材、粗骨材を併用する
ことが可能であり、その一例としては、砂、砂利、砕石等が挙げられる。
【００２７】
【実施例】
以下、実施例にて本発明を更に具体的に説明するが、本発明はこれらの実施例に限定され
るものではない。
【００２８】
各種物性は以下の方法に従って測定した。
Ｑ値（分子量分布）：ゲルパーミエーションクロマトグラフィー（ＧＰＣ）法により、カ
ラムとして、東ソー（株）製「ＰＳＫｇｅｌ　ＧＭＨ６－ＨＴ」（商品名）を使用し、測
定装置として、ウォーターズ社製「ＧＰＣ－１５０Ｃ型」（商品名）を用いて、試験体（
ポリプロピレン樹脂）を、ｏ－ジクロロベンゼンに、その濃度が０．０５重量％となるよ
うに溶解し、得られた溶液を温度１３５℃で測定して求めた。
ＩＰＦ（アイソタクチックペンタッドフラクション）：日本電子社製「ＪＮＭ　ＧＸ－２
７０型」（商品名）を用いて、Ｍａｃｒｏｍｏｌｅｃｕｌｅｓ， 、９２５（１９７３）
に記載の、 1 3Ｃ－ＮＭＲスペクトル法により求めた。 1 3Ｃ－ＮＭＲスペクトルにおいて５
個連続したプロピレン単量体単位を示すピークからアイソタクチック結合に相当するピー
ク分率を求めた。ピークの帰属はＭａｃｒｏｍｏｌｅｃｕｌｅｓ， 、６８７（１９７５
）に記載の方法で行なった。
実効延伸倍率：未延伸糸繊度／延伸糸繊度の式より算出した。
単糸強度：ＪＩＳ　Ｌ　１０１５に準じて行なった。
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ヤング率：単糸強度測定時の結果を解析して算出した。
対コンクリート引き抜き抵抗：水と普通ポルトランドセメントを水／セメント＝１／３の
重量割合で混合して得られた成形体に、補強用繊維を１ｃｍ埋め込む。これを２５℃の水
中で２８日間水中養生して、コンクリート成形体を得た。次いでコンクリートから補強用
繊維を２０ｍｍ／ｍｉｎの速度で引き抜き、その際の最大引き抜き荷重を対コンクリート
引き抜き抵抗とした。
繊維補強コンクリート成形体：水と普通ポルトランドセメントと補強用繊維を、水／セメ
ント／繊維＝１／３／０．０３の重量割合で混合し、１１７６Ｎ（１２０ｋｇｆ）の圧力
によって１０秒間圧縮し、１サンプル３０ｃｍ×２５ｃｍ×１．１ｃｍのサイズで成形体
とした。これを６０℃の蒸気中で５時間養生させた後、２８日間室内に放置してコンクリ
ート成形体を得た。
曲げ試験：ＪＩＳ　Ａ　１４０８（１９９５－１－１）に準じて行なった。
衝撃試験：ＪＩＳ　Ｂ　７７２２（１９９５－１－１）に準じて行なった。
【００２９】
実施例１
ポリプロピレン樹脂として、Ｑ値が３．２、ＩＰＦが９６ｍｏｌ％のチッソ（株）製アイ
ソタクチックポリプロピレン（商品名「チッソポリプロ　ＣＳ３５４０」、融点１６５℃
）を使用し、これを３２０℃の紡糸温度で溶融紡糸して未延伸糸を得た。得られた未延伸
糸を使用し、加熱ヒーターと循環ファンからなる熱風槽中で、破断延伸倍率の９０％の倍
率で延伸し、繊維仕上剤として高級脂肪酸金属塩であるオレイン酸カリウム塩をローラー
法で１．０重量％付着させて、延伸糸を得た。このときの延伸ラインスピードは５０ｍ／
ｍｉｎ、熱風槽温度は１４３℃とした。得られた延伸糸を５ｍｍに切断して、高強度ポリ
オレフィン繊維とした。使用したポリプロピレン樹脂と、得られた高強度ポリオレフィン
繊維の特性を表１に示す。この高強度ポリオレフィン繊維をコンクリート補強用繊維とし
て使用して、前述のコンクリート成形体製造方法に従って製造し、コンクリート成形体を
得た。この成形体の特性を表１に示す。
【００３０】
実施例２
実施例１で得られた未延伸糸を使用し、２段階延伸を行った。延伸の第１段目は９０℃の
加熱ロールで、破断延伸倍率の６０％の倍率で延伸し、延伸の第２段目は熱風温度 1３８
℃の熱風槽中で、破断延伸倍率の９０％の倍率で延伸し、繊維仕上剤として高級脂肪酸金
属塩であるオレイン酸カリウム塩をローラー法で１．０重量％付着させて、延伸糸を得た
。得られた高強度ポリオレフィン繊維の特性を表１に示す。この高強度ポリオレフィン繊
維をコンクリート補強用繊維として使用して、前述のコンクリート成形体製造方法に従っ
て製造し、コンクリート成形体を得た。この成形体の特性を表１に示す。
【００３１】
実施例３
実施例１で得られた未延伸糸を使用し、２段階延伸を行った。延伸の第１段目は熱風温度
1４３℃の熱風槽中で、破断延伸倍率の６０％の倍率で延伸し、延伸の第２段目は熱風温
度１４３℃の熱風槽中で、破断延伸倍率の９０％の倍率で延伸し、繊維仕上剤として高級
脂肪酸金属塩であるオレイン酸カリウム塩をローラー法で１．０重量％付着させて、延伸
糸を得た。得られた高強度ポリオレフィン繊維の特性を表１に示す。この高強度ポリオレ
フィン繊維をコンクリート補強用繊維として使用して、前述のコンクリート成形体製造方
法に従って製造し、コンクリート成形体を得た。この成形体の特性を表１に示す。
【００３２】
実施例４
ポリプロピレン樹脂として、Ｑ値が３．８、ＩＰＦが９４ｍｏｌ％のチッソ（株）製アイ
ソタクチックポリプロピレン（商品名「チッソポリプロ　ＲＳ２５１４」、融点１６５℃
）を使用し、これを３２０℃の紡糸温度で溶融紡糸して未延伸糸を得た。得られた未延伸
糸を使用し、実施例１で用いた、熱風温度１４３℃の熱風槽中で、破断延伸倍率の９０％
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の倍率で延伸し、繊維仕上剤として高級脂肪酸金属塩であるオレイン酸カリウム塩をロー
ラー法で１．０重量％付着させて、延伸糸を得た。得られた高強度ポリオレフィン繊維の
特性を表１に示す。この高強度ポリオレフィン繊維をコンクリート補強用繊維として使用
して、前述のコンクリート成形体製造方法に従って製造し、コンクリート成形体を得た。
この成形体の特性を表１に示す。
【００３３】
実施例５
実施例４で得られた未延伸糸を使用し、２段階延伸を行った。延伸の第１段目は９０℃の
温水槽で、破断延伸倍率の６０％の倍率で延伸し、延伸の第２段目は熱風温度 1３８℃の
熱風槽中で破断延伸倍率の９０％の倍率で延伸し、繊維仕上剤として高級脂肪酸金属塩で
あるオレイン酸カリウム塩をローラー法で１．０重量％付着させて、延伸糸を得た。得ら
れた高強度ポリオレフィン繊繊維の特性を表１に示す。この高強度ポリオレフィン繊維を
コンクリート補強用繊維として使用して、前述のコンクリート成形体製造方法に従って製
造し、コンクリート成形体を得た。成形体の特性を表１に示す。
【００３４】
比較例１
ポリプロピレン樹脂として、Ｑ値が７．２、ＩＰＦが９０ｍｏｌ％のチッソ（株）製アイ
ソタクチックポリプロピレン（商品名「チッソポリプロ　ＲＳ２２３６」、融点１６２℃
）を使用し、これを３２０℃の紡糸温度で溶融紡糸して未延伸糸を得た。得られた未延伸
糸を使用し、９０℃の加熱ロールで、破断延伸倍率の９０％の倍率で延伸し、繊維仕上剤
として高級脂肪酸金属塩であるオレイン酸カリウム塩をローラー法で１．０重量％付着さ
せて、延伸糸を得た。得られた延伸糸を５ｍｍに切断して、高強度ポリオレフィン繊維と
した。使用したポリプロピレン樹脂と、この高強度ポリオレフィン繊維の特性を表１に示
す。また得られた高強度ポリオレフィン繊維をコンクリート補強用繊維として使用して、
前述のコンクリート成形体製造方法に従って製造し、コンクリート成形体を得た。この成
形体の特性を表１に示す。
【００３５】
比較例２
比較例１で得られた未延伸糸を使用し、９０℃の温水槽中で、破断延伸倍率の９０％の倍
率で延伸し、繊維仕上剤として高級脂肪酸金属塩であるオレイン酸カリウム塩をローラー
法で１．０重量％付着させて、延伸糸を得た。得られた高強度ポリオレフィン繊維の特性
を表１に示す。この高強度ポリオレフィン繊維をコンクリート補強用繊維として使用して
、前述のコンクリート成形体製造方法に従って製造し、コンクリート成形体を得た。この
成形体の特性を表１に示す。
【００３６】
比較例３
実施例１で得られた未延伸糸を使用し、２段階延伸を行った。延伸の第１段目は１２０℃
の熱ロールで、破断延伸倍率の６０％の倍率で延伸し、延伸の第２段目は１２０℃の熱ロ
ールで、破断延伸倍率の９０％の倍率で延伸し、繊維仕上剤として高級脂肪酸金属塩であ
るオレイン酸カリウム塩をローラー法で１．０重量％付着させて、延伸糸を得た。このポ
リオレフィン繊維の特性を表１に示す。また得られたポリオレフィン繊維をコンクリート
補強用繊維として使用して、前述のコンクリート成形体製造方法に従って製造し、コンク
リート成形体を得た。この成形体の特性を表１に示す。
【００３７】
比較例４
実施例１で得られた未延伸糸を使用し、２段階延伸を行った。延伸の第１段目は９０℃の
温水槽中で、破断延伸倍率の６０％の倍率で延伸し、延伸の第２段目は１３０℃の熱ロー
ルで破断延伸倍率の９０％の倍率で延伸し、繊維仕上剤として高級脂肪酸金属塩であるオ
レイン酸カリウム塩をローラー法で１．０重量％付着させて、延伸糸を得た。得られたポ
リオレフィン繊維の特性を表１に示す。このポリオレフィン繊維をコンクリート補強用繊
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維として使用して、前述のコンクリート成形体製造方法に従って製造し、コンクリート成
形体を得た。この成形体の特性を表１に示す。
【００３８】
比較例５
特開２０００－６４１１６の実施例の条件に準拠して、ポリプロピレン樹脂として、Ｑ値
が３．２、ＩＰＦが９６ｍｏｌ％のチッソ（株）製アイソタクチックポリプロピレン（商
品名「チッソポリプロ　ＣＳ３５４０」、融点１６５℃）を使用し、これを芯成分に配し
、東ソー（株）製低密度ポリエチレン（商品名「ペトロセン　ＰＥ３５０」、融点１０７
℃）を鞘成分に配して溶融紡糸して得られた未延伸糸を６０℃の熱ロールで１段延伸し、
繊維仕上剤として高級脂肪酸金属塩であるオレイン酸カリウム塩をローラー法で１．０重
量％付着させて、延伸糸を得た。得られた繊維の繊維表面は鞘成分が隆起した凸部と隆起
していない凹部からなる凹凸を有していた。使用したポリプロピレン樹脂と、得られたポ
リオレフィン繊維の特性を表１に示す。このポリオレフィン繊維をコンクリート補強用繊
維として使用して、前述のコンクリート成形体製造方法に従って製造し、コンクリート成
形体を得た。この成形体の特性を表１に示す。
【００３９】
【表１】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【００４０】
実施例１～５に示すように非接触過熱下の熱風槽中で延伸することにより、９ｃＮ／ｄｔ
ｅｘ以上の単糸強度と、筋状の粗面構造の両特性を兼ね備えた繊維を得ることができた。
図１は実施例により得られた、本発明に係わる高強度ポリオレフィン繊維の表面（側面）
を観察した拡大写真である。繊維表面には、曲面に沿って円周方向に形成された筋状の粗
面構造が観察できる。このように繊維表面が粗面構造であることにより、コンクリートマ
トリックスに対するアンカー効果が向上し、１２ｃＮ以上の対コンクリート引き抜き抵抗
を有する。またこのポリオレフィン繊維をコンクリート補強用繊維として用いた場合、コ
ンクリート成形体は、２６．５ＭＰａ（２７０ｋｇｆ／ｃｍ 2）以上の曲げ強度と、１７
．６４ｋＪ／ｍ 2（１８ｋｇｆ・ｃｍ／ｃｍ 2）以上の衝撃強さを示し、高いコンクリート
補強効果を発揮し、得られたコンクリート成形体は、力学物性に優れていることがわかっ
た。
【００４１】
これに対し、比較例１～４に示す、製造方法で得られたポリオレフィン繊維は、単糸強度
が低く、また繊維表面の構造は平滑であった。このポリオレフィン繊維をコンクリート補
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強用繊維として用いたところ、コンクリートマトリックスから繊維の素抜けが生じる等、
十分な補強効果を発揮できなかった。また比較例５に示した繊維は、繊維表面が凸凹の粗
面構造を形成していたが、単糸強度は著しく低かった。このポリオレフィン繊維をコンク
リート補強用繊維として用いたところ、単糸強度が低いために繊維に破断が生じ、コンク
リート成形体の力学物性は、曲げ強度、衝撃強さともに低く、十分なコンクリート補強効
果が得られなかった。
【００４２】
【発明の効果】
本発明の高強度ポリオレフィン繊維は、繊維表面の曲面に沿って形成された筋状の粗面構
造を有し、かつ高い強度を有するので、コンクリートマトリックスとの物理的結合力が大
きく、コンクリート補強効果に極めて優れている。また本発明のコンクリート成形体は、
単糸強度が高く、かつコンクリートマトリックスとの物理的結合力が大きい高強度ポリオ
レフィン繊維が充填されているために、曲げ強度および衝撃強度に優れている。
【図面の簡単な説明】
【図１】　高強度ポリオレフィン繊維の表面（側面）を電子顕微鏡で観察したときの電子
顕微鏡写真（×２０００倍）である。
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